
　

　（　記入にあたって　）

　 　虚偽の申告により減免の適用を受けた場合には、減免を取り消されることがあります。

２　収入の状況　（申請月から１年間の収入見込み）

円 円

円 円

円 円

円 円

円 円

円 円 円

円 円 円

円 円 円

有 ・ 無

有 ・ 無

有 ・ 無

有 ・ 無

有 ・ 無

有 ・ 無

有 ・ 無

歳

歳

歳

有 ・ 無

歳

 ※収支のわかる帳簿等を提示してください。

 ※給与については、申請月前３ヶ月分の給与明細書を提示してください。

・　 ・
歳

・　 ・
歳

有 ・ 無

氏　　　　名

・　 ・
歳

氏　　　　名

　① 給与、年金等の収入

 ※年金、恩給については、その支払通知書等を提示してください。

年金
手当

給与収入
（年　額）

年金、手当等
（年　額）

様式第１号(第３条関係）

・　 ・

・　 ・

世帯主

１　世帯構成

・　 ・

・　 ・

・　 ・

・　 ・

生　年　月　日

　私の世帯の収入状況等について、次のとおり申告します。

湯沢市長　様

氏　名

住　所

  　  令和    　年　　月　　日

収　入　状　況　等　申　告　書 

年齢 職業（勤務先）

歳

年金
手当

年金
手当

預貯金の有無

年金、手当等
の名称

収　　入
（Ａ）

必要経費(仕入含む)
（Ｂ）

所得（Ｃ）
(Ａ)－(Ｂ)

　② 事業（営業・農業・不動産・その他）所得等

年金
手当

年金
手当

事業内容（名称）

氏　　　名 続柄

歳

　１ この申告書は、減免要否判定に際し重要な資料になりますので、正確に記入してください。

　２ 申請した後、申請時の状況に変化があった場合は、速やかに届け出ください。

備考（学校名及び学年）
（障害者手帳等の有無）

・　 ・
歳

有 ・ 無



円

円

円

円

円

円

３　預貯金の状況（ 世帯員全員の預貯金残額を通帳等で確認し、申請日現在の残高を記入してください。）

円

円

円

円

円

円

円

円

円

円

円

円

仕送り又は贈与者の氏名 仕送り又は贈与の状況（年額）

内　　　容

 ※雇用保険からの給付の他、傷病手当などの収入について記入し、その支払通知書等を提示してください。

　④ 雇用保険等の収入

金融機関名

年　額

支店・支所名氏名（口座名義人） 金額（残高）

左記に含まれている金額

左記に含まれている金額

仕送り又は贈与者の住所 続 柄

左記に含まれている金額

左記に含まれている金額

左記に含まれている金額

左記に含まれている金額

左記に含まれている金額

左記に含まれている金額

左記に含まれている金額

左記に含まれている金額

※土地建物の売り払いのほか、保険の満期返戻金や解約金など申請月から一年以内の収入見込みを
　 記入してください。

左記残高に、年金・給与など
が含まれている場合は、その
金額を記入してください

左記に含まれている金額

受給者の氏名 種　　　　類

　⑤ その他の収入（土地の売り払い等）

収入の区分

　③ 仕送り、贈与等の収入

年　額 備　　　　考

左記に含まれている金額

 ※普通預金だけでなく、定期預金、積立預金も記入してください。



 ※納税通知書等の発行前で金額が不明等の場合は、税務課で確認します。

６　一般生活以外の特別な費用（医療費、介護費、家賃、地代等）

円

円

円

円

円

円

円

円

円

円

円

円

 ※医療費の領収書や、介護施設使用に係る領収書などを提示してください。

　　所得税

５　公租公課

円

※　左記金額の対象者及び金額
　例）　太郎＝12,500円　　花子＝3,500円

年　　額

４　必要経費の実費

円

項　目

　　通勤費 円

円　　住民税

年　　額 備　考

　　労働組合費

円

円

※　左記金額の対象者及び金額
　例）　太郎＝12,500円　　花子＝3,500

対象者氏名

　　国民年金掛金

円

円　　後期高齢者医療保険料

円

　　介護保険料 円

　　固定資産税

項　　目

　　社会保険料

金　　額

円

項　　目

　　国民健康保険税



生活保護を

８　扶助の内容

９　その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

４　国民年金の保険料の免除　　　５ 介護保険料及び介護サービス利用者負担額の減免

６　保育料の減免　　　７　障害基礎年金の受給　　　８　福祉医療費の受給

　　　１．受けている。　　　２．受けていない。　　　３．申請中である。

その他の扶助等（該当する番号に○を付けてください。）

１　就学援助　　　２　児童扶養手当　　　３　他の税の減免（　　　　　　　　

１　社会事業団体による扶助

７　生活保護受給の状況（該当する番号に○を付けてください。）

２　民法の扶養義務者による扶助


